
＿
【１.基本情報】

１８

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(令和４年度事業評価用)

令和４年度決算額（千円）

0

0

22,750正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

173
令和３年度決算額（千円）

今日からキッチンデビュー

妊娠期離乳期における啓発

青壮年期への普及

0

62

22,260

0

22,610700

0

700700

657

690

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

22,610

1,008 406

岐阜市食育推進計画の推進

65

178 121

899220

1,651

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

22,750

1040011

00 0

700

0

001番号

食育基本法、岐阜市食育推進計画

0 0

22,260700700

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

・イベントや広報誌を活用した普及啓発活動
・食に関する情報提供や個別相談
・栄養教育システムを活用した食事診断（青年期・壮年期層への正しい食生活普及）
・食に関する正しい知識や食の大切さを学び、選んで食べる力を身につけることを目的とした、調理体験などを含む食育教室の開催（味わう教室）

人日（人）

食育の推進

・今日からキッチンデビューの実施　（おうちでキッズトントン　14団体372名、高校生食育セミナー　6回104名）
・「青年期・壮年期層への正しい食生活普及」の実施　13回366名

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

食育推進事業

健康増進課

実施方法

市民（一般市民、幼児、小中高生、青年期・壮年期等）

開始・終了年度

岐阜市食育推進計画の策定及び計画に基づく推進運動を展開、評価を行う。様々な「食」を通じた体験から「食」に関
する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活が実践できる次世代をになう子ども（若者）を育てる。生活習慣
病の予防及び改善につながる情報提供や教育を行い、適切な自己管理のもと、健全な食生活を実践することができ
る市民を増やす。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

平成

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

344

1,008 406

0

収入内訳

計（D）=B+C

23,758

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

1,651

23,460

23,016

23,567
令和４年度決算額（千円）

23,911

298

0
0

23,016

344
0

0

0

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

298

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
中

岐阜市食生活改善推進員がいない地区では、活動の広がりに限界が
みられるため、公平性に欠ける部分が見受けられる。

目標値 1,770 1,770 900
実績値 174 71 476

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

新たな岐阜市食生活改善推進員を養成し、現会員の支援をしていくこ
とをより効果的に行えるよう検討しながら進めており、今後も食育全般
において市民からのニーズが見込まれることから、現状を維持しつつ
質を高めていく。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

家庭環境、労働環境が多様化により、栄養の偏り、低栄養、生活習慣
病の増加など健康面の問題が生じがちであり、食育の重要性は増して
いる。

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

ボランティア団体（岐阜市食生活改善推進協議会）と協働することで、
より多くの市民へ食育の啓発が可能となる。

岐阜市内の大学や民間団体にも協力を得ながら進めている。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高
今日からキッチンデビューは平成18年度から継続して実施しており、
活動が地域に根付いてきている。

食育は、生涯にわたって健全な心と身体を培い、豊かな人間性を育む
基礎となるものであり、市が積極的に推進する必要がある。

成果指標名 今日からキッチンデビュー参加者人数 単位 人
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 59 59 44
実績値 6 4 20

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 63,924 190,215 27,989

活動指標名 今日からキッチンデビュー開催回数 単位 回

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 市民 市民 市民
受益者数 367 121 842



＿
【１.基本情報】

２４

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(令和４年度事業評価用)

令和４年度決算額（千円）

0

122

11,375正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

2,137
令和３年度決算額（千円）

使用料及び賃借料

消耗品費等

0

625

11,130

0

11,305350

0

350350

3,154

32,262

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

11,305

52,394 50,043

委託料

1,037

45,463 44,662

2,8743,153

41,515

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

11,375

1040011

00 0

350

0

002番号

健康増進法

0 0

11,130350350

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） 柳ケ瀬健康ステーションについて、令和4年11月30日に閉鎖

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

健康セルフチェック機器の提供や健康関連情報の発信、ウォーキングやランニングの拠点といった機能を
備える健康ステーション（まちなかの健康づくりの拠点：柳ケ瀬健康ステーション、長良川ウエルネスエリア
の健康づくりの拠点：長良川健康ステーション）を設置し、市民の健康づくりを推進する。

人日（人）

健康づくりのきっかけ

柳ケ瀬健康ステーション開館日（令和4年度236日）
長良川健康ステーション開館日（令和4年度308日）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

健康ステーション事業

健康増進課

実施方法

市民

開始・終了年度

健康づくりに関心のない市民が健康ステーションの利用を通じて、心身の健康に関心を持ち、健
康づくりへの意識を高めることを目的とする。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

委託（民間） 補助等の種類 実施主体 株式会社アクトス、ドルフィン株式会社

平成

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

52,394 50,043

0

収入内訳

計（D）=B+C

63,769

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

41,515

63,647

61,348

52,525
令和４年度決算額（千円）

52,645

0

0
0

61,249

120
120

0

99

令和２年度決算額（千円）

99

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

122

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
中

健康に関心を持ち、運動習慣を持つ入り口として、広く市民に活用し
てもらえるよう設置していることから現在の受益者負担は適正である。

目標値 200 200 200
実績値 75 76 89

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

長良川健康ステーションでの利用者増に取り組んでいく。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

自身の健康に関心のない人も含めた全ての市民の健康づくりは健康
寿命延伸という社会のニーズに合致する。

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

低

より多くの市民が運動習慣を習得することで健康寿命を延伸すること
で社会保障費を抑制する。

広域利用、市民ボランティアによる筋トレサポーターなど、さまざまな方
法で市民の健康を促進している。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高
施設を利用した運動教室において、参加した人が参加していない類
似対象者と比べ体力向上等が図られている。

少子高齢化社会での医療費などの社会保障費抑制、市民誰もが心も
体も健康で幸せに過ごすため必要な施策である。

成果指標名 1日平均来館者数 単位 人
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 650 650 650
実績値 544 527 544

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 3,159 3,151 2,064

活動指標名 開館日数 単位 日

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 利用者数 利用者数 利用者数
受益者数 20,145 19,435 25,444



＿
【１.基本情報】

２３

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(令和４年度事業評価用)

令和４年度決算額（千円）

0

0

4,875正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

129
令和３年度決算額（千円）

印刷製本費

通信運搬費

0

83

4,770

0

4,845150

0

150150

533

0

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

4,845

1,038 77

消耗品費

77

220 0

00

83

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

4,875

1040011

00 0

150

0

003番号

健康増進法、第4次ぎふ市民健康基本計画

0 0

4,770150150

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） 健康ポイント事業において、アプリでの受付を開始

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

・ウオーキングをはじめとした健康づくり活動の啓発
・強化月間「みんなで健幸・みんなで歩こう月間」の設定による取り組み促進
・健康ポイント(健康づくり活動推進インセンティブ事業)の実施

人日（人）

ウオーキングをはじめとした健康づくり活動の推進

・地区別　健幸づくりウオーキングマップ「わくわくウオーク」を活用した日常のウオーキング活動支援
・10月、11月を「みんなで健康・みんなで歩こう月間」に位置付けマップを活用したウオーキングを推進

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

みんなで健幸・みんなで歩こう推進事業

健康増進課

実施方法

市民

開始・終了年度

健康寿命の延伸を実現するためには、糖尿病やメタボリックシンドロームなど生活習慣病の予防
が必須であり、運動は市民の健康を維持・増進するためには欠かせない。ウオーキングを始めと
した健康づくり活動を通じて普及啓発を行い、健康意識の向上を図る。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

平成

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

1,038 77

0

収入内訳

計（D）=B+C

5,913

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

83

5,913

4,922

4,853
令和４年度決算額（千円）

4,853

0

0
0

4,922

0
0

0

0

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

0

0
0



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高

ウオーキンググループについては、誰でも自由に参加できる。マップは
市内50地区すべての地区ごとに作成しており、無料で配布している。
ほかの啓発事業においてもパンフレット類は無料配布されている。また
広く市民にウオーキング活動の実践を働き掛ける趣旨から無料配布は
適正であり公平性は担保されている。

目標値 30,000 30,000 30,000
実績値 10,960 ― ―

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ― ―

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

ウオーキンググループの高齢化が進み、新規の参加者を取り込めてい
ない地域もあるため、岐阜市のホームページなど広報媒体や、地域の
担当保健師を通じ、グループ活動のPRや情報提供を行っていく。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

健康寿命の延伸、誰もが手軽に取り組める健康づくりとして市民ニーズ
に合致している。

類似の事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

一番手軽な運動である「歩くこと」を支援することから費用対効果は高
い。

ウオーキンググループの支援であることから最も効果的な方法である。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

中
ウオーキンググループの活性化は測ることが出来ているが、世代交代
や新規の参加がうまくいっていない地域も見受けられる。

生活の場の近くに、ウオーキングを続けやすい環境づくりを支援するこ
とから必要である。

成果指標名 ウオーキング実践者数 単位 人
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 2,500 ― ―
実績値 2,500 ― ―

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 15 12 12

活動指標名 地域別コースマップ配布数 単位 枚

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 市民 市民 市民
受益者数 400,000 400,000 400,000



＿
【１.基本情報】

１８

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

216

2,589

2,574

2,537
令和４年度決算額（千円）

2,537

0

0
0

2,574

0
0

0

0

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

216 216

0

収入内訳

計（D）=B+C

2,589

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

岐阜市食生活改善推進協議会補助金

健康増進課

実施方法 団体事業補助金

岐阜市食生活改善推進協議会

開始・終了年度

健全な食生活を実践することができる人を育てることを目的とし、地域における「食」を通じた健
康づくり活動を進める団体に対して支援する。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

補助等 補助等の種類 実施主体 岐阜市食生活改善推進協議会

平成

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

地域で開催しているいきいきふれあいサロン等において、試食の提供や献立の紹介を行う。ま
た、地域における健康づくりや食育推進、食生活改善のための普及活動をすすめる。

人日（人）

組織運営補助金

216千円

1040011

00 0

73

0

004番号

岐阜市補助金等交付規則

0 0

2,3217373

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

216

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

2,358

216 216

補助金

0

216 216

00

216

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

2,373

令和４年度決算額（千円）

0

0

2,373正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

0
令和３年度決算額（千円）

0

0

2,321

0

2,35873

0

7373

0

事業評価シート(令和４年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 467 463 407
受益者負担率（％） 18.0% 18.0% 16.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 岐阜市食生活改善推進員 岐阜市食生活改善推進員 岐阜市食生活改善推進員
受益者数 467 463 407

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 5,543 5,559 6,234

活動指標名 自主活動の開催回数 単位 回

成果指標名 自主活動の参加者数 単位 人
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 156 156 156
実績値 146 44 161

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

岐阜市食生活改善推進協議会への活動支援は必要であるが、補助金
の継続については、検討が必要である。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

各地域において「食」を通じた健康づくり活動を進めることで、より多く
の市民に情報提供ができる。

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

補助金は団体収入の１５％程度であり、市が独自に実施するよりはるか
に、大規模かつ多様な事業展開が図られている。

当該団体の協力がなければ、地区活動の減少や市民活動の減少とい
う影響が考えられる。協働で進めていく事が最も効率的である。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高
食生活改善推進員の継続した活動は、市民の栄養改善に大きく寄与
している。今後も効果が期待できる団体である。

食生活改善推進協議会は旧厚生省が作ったボランティア団体であり、各自治体で育成をしている。会員の養成から支
援までが行政の役割である。
また、この団体は会員の活動費で運営しているが、大きな財源の無い団体であるため、市民活動を活性化させるため
にも現在と同様の補助が必要である。

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高

補助金以外に会費が徴収され、会員の活動支援がなされているところ
であり適正と考える。

目標値 7,800 7,800 7,800
実績値 3,316 1,973 3,535

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）



＿
【１.基本情報】

３０

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

6,203

10,780

12,247

14,153
令和４年度決算額（千円）

14,153

0

0
0

12,247

0
0

0

0

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

2,655 4,172

0

収入内訳

計（D）=B+C

10,780

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

クアオルト健康ウオーキング

健康増進課

実施方法

市民、観光客

開始・終了年度

クアオルト健康ウオーキングの普及による市民の健康の増進及び本市における観光の推進

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

平成

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） まちなかでの新コース作成のために委託業務を実施

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

野山など、自然の傾斜地形、冷気や風を活用しながら、個人の体力に合わせて安全・効果的な
有酸素運動となるように歩く「クアオルト健康ウオーキング」を実施

人日（人）

ウオーキング講座の開催

クアオルト健康ウオーキング講座の開催(年80回程度)

1040011

00 0

250

0

005番号

健康増進法・ぎふ市民健康基本計画

0 0

7,950250250

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

2,438

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

8,075

2,655 4,172

報酬・報償費

1,831

2,655 1,980

355359

6,203

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

8,125

令和４年度決算額（千円）

0

0

8,125正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

1,309
令和３年度決算額（千円）

消耗品費・印刷製本費

委託料

0

3,351

7,950

0

8,075250

0

250250

752

事業評価シート(令和４年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 参加者 参加者 参加者
受益者数 687 718 815

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 15,691 17,057 17,366

活動指標名 開催回数 単位 回

成果指標名 参加者数 単位 人
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 80 80 80
実績値 71 53 86

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

企業による福利厚生等での活用、旅行商品の販売等、実績を確実に
挙げており、エビデンスの確立や企業参加実績等で注目を集めてい
る。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

これまで推進してきたウオーキングの施策に加え、新たにその具体的
な手法を取り入れるという意味において発展的な事業である。また、大
学教授によるエビデンスも確立された運動である。

類似の事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

開催回数及び参加人数に制限がある。

企業への働きかけにより、まとまった数の参加がある。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高
企業の福利厚生事業等で継続的な参加が少しずつ増加し、これまで
の健康づくり事業で手が届かなかった働く世代の参加割合が多い。

企業の参加も増え、参加年齢層も若返っており、健康づくり事業として
は画期的な効果をあげている。

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高 申し込めば基本的に誰でも参加できる。

目標値 1,600 1,600 1,600
実績値 687 718 815

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）



＿
【１.基本情報】

６

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

26,481

28,590

32,093

20,919
令和４年度決算額（千円）

28,135

7,638

0
0

24,894

7,216
0

0

7,199

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

7,638

0
7,199

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

7,216

34,465 30,420

0

収入内訳

計（D）=B+C

36,228

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

節目歯科健康診査

健康増進課

実施方法

前年に25歳、30歳、35歳、40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、65歳、70歳になった市民

開始・終了年度

歯科健康診査の受診機会を確保し、加齢とともに増加する歯牙喪失、歯周疾患の予防を図り、
健康の保持増進に寄与する。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

委託（民間） 補助等の種類 実施主体 岐阜市歯科医師会

平成

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） 対象に25歳を追加し実施

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

25歳、30歳、35歳、40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、65歳、70歳の市民を対象に、歯科健康診査
と結果説明、口腔保健の指導を市内委託医療機関で実施する。対象者には個別に通知し、受
診を勧奨する。

人日（人）

歯周基本検査を含む歯科健診、結果説明及び口腔保健の指導

対象の年に1回、委託医療機関で実施

1040011

14430 30

93

30

006番号

健康増進法第17条第1項、第19条の2

31 232

1,65493101

23237

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

150

22,931

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

1,673

34,465 30,420

委託料

410

30,232 26,136

3,2363,874

26,481

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

1,763

令和４年度決算額（千円）

0

0

1,300正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 144

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

283
令和３年度決算額（千円）

郵送料

印刷

0

314

1,272

23

1,29240

319

4040

3,950

事業評価シート(令和４年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 3,150 2,765 2,400
受益者負担率（％） 8.7% 8.6% 8.5%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者
前年に30，35、40，45，50，55，60，

65，70歳になった市民47,883人
前年に30，35、40，45，50，55，60，

65，70歳になった市民46,520人
前年に25,30，35、40，45，50，55，
60，65，70歳になった市民46,520人

受益者数 5,255 4,616 4,007

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 5,441 5,393 5,221

活動指標名 節目歯科健診ポスター等掲示枚数 単位 枚

成果指標名 受診率 単位 ％
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 325 330 330
実績値 323 370 319

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

健診の情報を周知するなど、受診勧奨内容や健診環境の充実を図る
ことで、受診率の増加を図る。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との

　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

健康な歯や口腔機能の維持を図ることは、市民ニーズに合致している
と考える。

類似の事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか

　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

実施方法は、個別であり、住民が受診したいときに委託歯科医療機関
で受診することで利便性が図れている。しかし、受診率は減少傾向に
あるため、さらに委託歯科医療機関情報を提供及び若い世代への受
診勧奨を充実させ、受診率を増加させる必要がある。

市内歯科医療機関をとりまとめている岐阜市歯科医師会等に委託して
おり、最も効率的な方法である。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高
歯科健診の受診率は他中核市より高い値を示し、市民の受診機会と
なっている。また、「自分の歯を24本以上有する高齢者」が増えるなど
の効果が得られている。

健康増進法、歯周病検診として、行政が実施すべきものである。

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高

受益者に医療機関への委託料の１割を自己負担金として求めており
適正である。

目標値 11.0 11.3 10.8
実績値 11.0 9.9 8.5

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ×（未達成） ×（未達成）



＿
【１.基本情報】

２５

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

1,020

847

1,466

796
令和４年度決算額（千円）

1,305

0

0
0

878

509
0

555

588

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

555

588
0

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

1,111 1,177

0

収入内訳

計（D）=B+C

1,402

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

要介護高齢者の通所介護施設等における歯科健診等

健康増進課

実施方法 その他補助金

通所介護及び通所リハビリテーション施設に通所する要介護高齢者、施設職員

開始・終了年度

要介護高齢者の歯科健診受診の機会を確保し、歯や歯周組織の健康について適切な指導を
行い、誤嚥性肺炎を防止するとともに、口腔機能の低下による低栄養、運動機能の低下の抑制
を図るなど、高齢者の健康の保持増進と生活の質の維持向上に寄与する。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

委託（民間） 補助等の種類 実施主体 岐阜市歯科医師会

平成

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

通所介護施設等に訪問し、歯科医師が要介護高齢者の歯、歯肉、粘膜の状態、口腔清潔状態
などについての審査と相談を行い、一人ひとりに歯科治療の必要性の有無、口腔ケア、義歯清
掃等の適切な指導を行う。また、施設職員に対し健康講話を実施する。

人日（人）

歯科健康診査と相談、指導、健康講話

希望する要介護高齢者に年1回の歯科健康診査を実施（令和4年度：16施設250人）
希望する施設職員に年1回の健康講話を実施（令和4年度：6施設30人）

1040011

00 0

11

0

007番号

歯科口腔保健の推進に関する法律第8条、第9条

3 30

2851111

331

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

894

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

289

1,111 1,177

委託料

115

1,034 1,020

4342

1,020

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

291

令和４年度決算額（千円）

509

0

260正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

38
令和３年度決算額（千円）

郵送料

健診票・消耗品

0

83

254

3

2588

31

88

39

事業評価シート(令和４年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 要介護高齢者 要介護高齢者 要介護高齢者
受益者数 370 303 250

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 2,289 2,899 3,183

活動指標名 歯科健診受診者数 単位 人

成果指標名 要介護高齢者の通所介護施設等における歯科健診等事業通知数 単位 通
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 1,000 700 500
実績値 370 303 250

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

通所介護施設において歯科健診を実施することで、歯科受診困難な
要介護高齢者の歯科健診の機会を確保できるが、事業の周知をする
ことで、参加施設や受診者を増加させる必要がある。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との

　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

要介護高齢者の歯科健診と歯科保健指導により、食べる機能を保持
増進することは、個の生活の質の向上に繋がる。

類似の事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか

　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

受診者の増加を図り、さらに費用対効果を高めていく。

市内歯科医療機関をとりまとめている岐阜市歯科医師会に委託してお
り、最も効率的な方法である。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

中
通所介護施設で歯科健診を実施することにより、施設利用者である要
介護高齢者の歯科健診の機会の確保に繋がっている。

要介護高齢者の歯科健診の機会を確保することにより、口腔状態を把
握し適切な指導をすることで、口腔機能の保持増進を図ることができ
る。

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高 市内全域の通所介護施設を対象に実施している。

目標値 222 227 231
実績値 227 231 237

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）



＿
【１.基本情報】

３８

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

659

6,814

7,496

7,045
令和４年度決算額（千円）

7,545

0

0
0

6,996

500
0

789

500

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

789

500
0

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

620 546

0

収入内訳

計（D）=B+C

7,603

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

歯科健康相談事業

健康増進課

実施方法

①1歳以上の未就学児
②乳幼児から成人

開始・終了年度

①むし歯の危険因子の多い幼児に対し、フッ化物塗布、歯科保健指導を行い、むし歯を予防す
ると共に、児の口腔機能の発達を促すため、1歳頃の児の保護者に食育指導を行う。
②歯科相談及び歯科健康教育を行い、むし歯や歯周疾患、オーラルフレイルの予防及び口腔
の健康増進を図る。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

昭和

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

①１歳以上の未就学児に対して、歯科検診とフッ化物塗布、歯科保健指導、必要に応じた食育
指導を行う。
②歯みがき実習、歯科健康教育を依頼により公民館等に出張して実施する。

人日（人）

①歯科検診とフッ化物塗布、歯科保健指導、口腔の発達に合わせた食育指導
②歯みがき実習、歯科健康教育

①フッ化物塗布　1年に2～4回（令和4年度：2731人）、口腔の発達に合わせた食育指導を必要
な児に1回（令和4年度：326人）
②市民等からの依頼により随時（令和4年度：137人）

1040011

826172 172

412

172

008番号

―

74 747

6,886412412

74762

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

860

486

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

6,950

620 546

薬品・器具

106

466 407

3533

659

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

6,983

令和４年度決算額（千円）

500

0

5,395正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 826

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

81
令和３年度決算額（千円）

健診票等印刷

ﾊﾌﾞﾗｼ・ﾘｰﾌﾚｯﾄ

0

138

5,279

74

5,362166

762

166166

73

事業評価シート(令和４年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 薬物塗布を受けた児 薬物塗布を受けた児 薬物塗布を受けた児
受益者数 2,312 2,837 2,731

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 2,947 2,466 2,580

活動指標名 薬物塗布延受診児数 単位 人

成果指標名 薬物塗布経験者率（3歳児） 単位 ％
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 4,000 4,000 4,000
実績値 2,312 2,837 2,731

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

乳幼児期から保護者への歯科保健指導や歯科健康教育をすること
は、子のむし歯を予防するのみならず子の生活環境を整えることにも
繋がる。また、歯科薬物塗布の対象を就学前までとしたことで、永久歯
の知識の普及にも繋がっている。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

乳幼児期のむし歯を予防することは、口腔環境を整えむし歯のない永
久歯にも繋がる。

類似の事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

集団での実施により効率的に実施できている。

歯科受診困難な年齢から、歯科健診や保護者への歯科保健指導、歯
科健康教育を実施することにより、乳歯のむし歯保有者率の減少に繋
がっている。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高
歯科受診困難な年齢から、歯科健診や保護者への歯科保健指導、歯
科健康教育を実施することにより、乳歯のむし歯保有者率の減少に繋
がっている。

歯科受診が困難な年齢層から口腔管理をしていくためには、行政が
集団で管理することが必要である。

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高

乳歯う蝕の予防を図る目的で、乳歯の萌出間もない１歳から、永久歯
の萌出が始まる就学前までの全ての児を対象としている。一人当たり
のコストが低価であり、多くの市民に受診してもらうためにも無料実施
は適正である。

目標値 85 85 85
実績値 95 88 78

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ×（未達成）



＿
【１.基本情報】

１６

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

153

1,171

1,962

719
令和４年度決算額（千円）

853

155

0
0

725

134
76

248

1,237

令和２年度決算額（千円）

707

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

1,240

353
177

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

19

1,241 1,413

0

収入内訳

計（D）=B+C

2,411

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

介護予防健康セミナー

健康増進課

実施方法

高齢者

開始・終了年度

フレイル予防及びロコモティブシンドローム予防、口腔保健機能低下予防、認知症予防など介
護予防についての意識啓発を図る。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

平成

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

保健師、管理栄養士、歯科衛生士等が地区公民館等において、健康セミナーや骨密度測定等
を実施し、フレイル予防やロコモティブシンドローム予防等について情報発信する。

人日（人）

介護予防健康セミナー

介護予防健康セミナーの開催　（令和4年度：　22回）

1040011

00 0

22

0

009番号

介護保険法、岐阜市高齢者福祉計画

0 0

7001736

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

8

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

549

1,241 1,413

消耗品費

468

802 848

14597

153

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

1,170

令和４年度決算額（千円）

39

837

1,170正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

0
令和３年度決算額（千円）

報償費

印刷製本費

0

0

700

0

54936

0

2217

439

事業評価シート(令和４年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 市民 市民 市民
受益者数 840 181 274

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 1,394 4,006 2,623

活動指標名 開催回数 単位 回

成果指標名 参加延べ人数 単位 人
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 850 729 1,000
実績値 146 32 21

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

フレイル予防を含めた介護予防を推進していくためには、必要な事業
であり、事業を継続する。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

中

高齢者が増加する中、高齢者が住み慣れた地域でできる限り生涯にわたり、
心身ともに健康で生き生きと暮らしていくことができるよう、介護予防に取り組
む必要がある。

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

介護保険事業であり、本市の負担割合は12.4%である。

地域特性に合わせ住民の身近なところで実施する必要があるため、広
域実施できない。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

中
フレイル予防及びロコモティブシンドローム予防、口腔保健機能低下
予防、認知症予防など介護予防についての意識啓発を図ることは、介
護予防、健康寿命の延伸に繋がる。

フレイルやロコモティブシンドローム、口腔機能低下、生活機能低下など介護
予防に関する基本的な知識の普及を目的としたセミナーや教室の開催などを
通じ、住民一人ひとりの主体的な介護予防活動を支援する必要がある。

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
中

市内全域で実施している。また、地域から依頼があった際は、依頼の
あった地域に出向いて実施している。

目標値 10,000 8,000 8,000
実績値 840 181 274

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）



＿
【１.基本情報】

２１

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

111

1,041

1,090

1,031
令和４年度決算額（千円）

1,129

52

0
0

1,041

98
56

83

49

令和２年度決算額（千円）

28

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

416

14
7

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

14

417 56

0

収入内訳

計（D）=B+C

1,457

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

いきいきシニア食生活支援

健康増進課

実施方法

高齢者及び岐阜市食生活改善推進員

開始・終了年度

高齢者が「食」への関心を高め、健全な食生活を実践できるよう、岐阜市食生活改善推進協議
会と連携し、食に関する知識の普及啓発を図る。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

平成

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

・高齢者を対象とした栄養教室の開催及び支援
・高齢者を対象とした食生活に関する健康教育
・岐阜市食生活改善推進員の資質向上を図ることを目的とした研修会の開催

人日（人）

健康教育、高齢者栄養教室及び岐阜市食生活改善推進員を対象とした研修会

・高齢者栄養教室の開催及び支援（令和4年度：0回）　・高齢者を対象とした食生活に関する健康教育（令和4年度：2回）
・岐阜市食生活改善推進員を対象とした研修会（令和4年度：1回）

1040011

00 0

32

0

010番号

介護保険法、岐阜市高齢者福祉計画

0 0

1,0183232

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

103

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

1,034

417 56

消耗品費

0

417 56

80

111

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

1,040

令和４年度決算額（千円）

28

281

1,040正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

0
令和３年度決算額（千円）

報償費

0

0

1,018

0

1,03432

0

3232

0

事業評価シート(令和４年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 市民 市民 市民
受益者数 635 955 1,449

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 1,639 1,090 711

活動指標名 実施回数 単位 回

成果指標名 参加者数 単位 人
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 100 100 100
実績値 53 42 79

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

高齢者の適正な栄養状態を確保し、介護予防、健康寿命の延伸につ
なげるため、事業を継続する。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

中

高齢者が増加する中、高齢者が住み慣れた地域でできる限り生涯に
わたり、心身ともに健康で生き生きと暮らしていくことができるよう、介護
予防に取り組む必要がある。

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

地域における「食」を通じた健康づくり活動を進めるボランティア団体で
ある岐阜市食生活改善推進協議会と協働で取り組むことで、事業費が
抑えられている。

本市と岐阜市食生活推進協議会が協働で取り組んでいる。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

中
高齢者栄養教室や食生活に関する普及・啓発を行うことで、高齢者の
「食」に関する関心を高め、適正な栄養状態を確保し、介護予防、健康
寿命の延伸につながる。

食生活改善推進員に地域で活動してもらうためには、本市が中心とな
り、事業を展開する必要がある。

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
中

コミュニティセンター等で実施しているほか、地域から依頼があった際
は、依頼のあった地域に出向いて実施している。

目標値 4,000 4,000 4,000
実績値 635 955 1,449

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）



＿
【１.基本情報】

６２

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

10,922

14,389

13,204

12,691
令和４年度決算額（千円）

12,691

0

0
0

13,204

0
0

0

0

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

0

12,582 11,406

0

収入内訳

計（D）=B+C

14,389

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

5歳児健康診査

健康増進課

実施方法

5歳児（年中児）

開始・終了年度

3歳児健康診査では発見されにくい視覚・聴覚の軽度異常、発育異常、集団行動をとる中で明
らかになりやすい軽度発達障がい（注意欠陥多動性障害、学習障害等）に対し、就学に向けて
の養育環境を整えるために、適切な保健・医療の対応を行う。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

委託（民間） 補助等の種類 実施主体 岐阜市医師会

昭和

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合）

受診時期を「満5歳になる年度内の1年間（年中児にあたる時期）」とし、幼児期の健康管理の充
実を図り、心身ともに良好な状態で小学校に入学できるよう、委託医療機関で個別健診を行っ
た。

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

委託医療機関で健康診査を実施する。

人日（人）

健康診査

1回

1040011

00 0

72

0

011番号

母子保健法第13条

24 242

1,7697272

24247

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

10,860

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

1,798

12,582 11,406

委託料

3

12,541 11,398

440

10,922

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

1,807

令和４年度決算額（千円）

0

0

1,560正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

14
令和３年度決算額（千円）

印刷製本費

通信運搬費

0

13

1,526

24

1,55048

247

4848

27

事業評価シート(令和４年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 5歳児 5歳児 5歳児
受益者数 2,357 2,116 2,047

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 6,105 6,240 6,200

活動指標名 受診者数 単位 人

成果指標名 受診率 単位 ％
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 2,100 2,200 2,200
実績値 2,357 2,116 2,047

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

現状
維持

事業実績が上がっていることから、今後も現状の内容で継続する。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

3歳児健診では気づきにくい発達障がい等を発見し療育へと結び付け
ることで就学後の生活がスムーズに過ごせると考えられる。

1歳6か月児健康診査があるが、対象時期が違うため統合はできない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

市内の保育所、幼稚園等を通じ、ちらしの配布での健診勧奨をしてお
り、広報方法は効率が良い。

医師会への委託による実施方法は妥当である。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高 健診受診率は、６５％以上と高い。

3歳児健診では気づきにくい発達障がい等を発見し療育へと結び付け
ることで就学後の生活がスムーズに過ごせると考えられる。

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高

5歳児（年中児）全てを対象とし、健診費用は無料であり、公平性があ
る。

目標値 60 60 60
実績値 70 66 68

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）



＿
【１.基本情報】

４

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

2,343

0

0

1,284
令和４年度決算額（千円）

2,384

0

0
0

0

1,100
0

0

0

令和２年度決算額（千円）

0

令和３年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和３年度決算額（千円）

0

0
0

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

減価償却費
【施設管理】

 （C）

令和２年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）
総事業費（E）=A+D

1,100

0 0

0

収入内訳

計（D）=B+C

0

国庫支出金

市債 0 0

令和２年度決算額（千円）

事 業 名

担当部名 保健衛生部 担当課名

誰に

がん検診予約受付体制構築

健康増進課

実施方法

がん検診対象者

開始・終了年度

がん検診Web予約と電話予約の受付一元化を図り、予約の利便性を向上させることで、がん検
診の受診率が向上し、胃・乳・肺がんの死亡者（率）の減少につなげるとともに、市民サービスの
向上、業務の効率化を行う。

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

委託（民間） 補助等の種類 実施主体 岐阜市

令和

令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

がん検診の予約受付を、Web予約及びコールセンターでの電話予約による受付を委託する。

人日（人）

集団で実施するがん検診の予約受付

がん検診の受付を開始する6月から、検診実施日の10日前まで随時。コールセンターでの最終受付は1月
31日。Web予約は3月まで。

1040011

00 0

1

0

012番号

健康増進法

0 0

4100

00

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円）

0

2,343

令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の
主な内訳

項
目

0

0 0

委託料

0

0 0

00

2,343

令和２年度決算額（千円） 令和３年度決算額（千円）

令和３年度決算額（千円）令和２年度決算額（千円） 令和４年度決算額（千円）

0

令和４年度決算額（千円）

0

0

0正職員

何を

どのくらい

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

0
令和３年度決算額（千円）

0

0

41

0

00

0

1.30

0

事業評価シート(令和４年度事業評価用)



【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 - - 集団がん検診受診者
受益者数 0 0 14,626

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 0 0 88

活動指標名 集団がん検診予約受付件数 単位 件

成果指標名 集団がん検診受診者数 単位 人
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 - - -
実績値 - - -

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

拡充

Web予約及びコンタクトセンターでの電話受付を開始し、市民の利便
性の向上と業務の効率化を図る。また、Web予約受付をした者に対し
ては令和6年度以降に受診勧奨メールを送付することで受診率向上を
図る。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

全会場1か所で電話予約ができ、申込先がわかりやすく、Web予約枠
が増えることは市民の利便性が向上するものである。

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

いままで保健センターで行っていた電話予約受付がなくなることで、業
務が中断されることがなくなるため、業務の効率化が図られる。また、
市民の利便性も向上し、効果的である。

現在使用している健康管理システム（健康かるて）から、約２５万人の対
象者情報を出力、暗号化して電送し、予約受付時に対象者情報と突
合することで、スムーズな予約受付から検診票の発送が可能となって
おり、他の受付方法では同様の対応はできない。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高
令和4年度は構築のみであるが、令和5年度以降市民の利便性の向上
と業務の効率化が図られることが見込まれる。

がん検診は健康増進法に定められる業務であり、集団で実施するがん
検診の予約受付は市が担う必要がある。

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高 予約者は通話料や通信料のみの負担であるため、適正である。

目標値 - - -
実績値 - - -

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ― ― ―


